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群馬県  白石 達也 
 

（作品ＰＲ） 

 SL「D51498号機」愛称（D51）と言われている素晴らしい蒸気機関

車です。この場所は自分が初めて SL 撮影に行きたかった撮影ポイン

トです。天候もちょうど良い撮影日で、SL「D51」の煙を力強く吹き

出して走る姿を捉えることができました。 

（寸評）  

 昔、磐越西線を現役の D51が走っていたころ動輪のすぐ後ろに撮

影機を取り付けて、私は胴っ腹にロープで体を縛り付けて撮影をし

たことがありました。楽しい思い出です。SL は素敵ですね。 

 このコンテストは、障害者の文化活動等の推進を図る

ことで技術の向上、自立への促進並びに積極的な社会参

加を目的として、(公財)日本障害者リハビリテーション

協会（全国障害者総合福祉センター）の主催により毎年

開催されているものです。第30回を迎えた今回のコンテ

ストでも、全国各地より227点（写真部門）にのぼる素

晴らしい作品がよせられました。 
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日本障害フォーラム（ＪＤＦ） 
における災害支援 

 
日本障害フォーラム事務局／日本障害者リハビリテーション協会 

原田  潔 

 

本稿では、日本障害フォーラム（JDF）が行った

災害支援を紹介しながら、今後求められる取り組

みなどについて考えてみたいと思います。 

 

日本障害フォーラム（JDF）について 

JDF は、全国の13の障害者団体・関係団体で構

成されています。各団体の傘下にも多くの加盟団

体や各地の支部組織があります。2004年の発足以

来、国連・障害者権利条約の推進や、これに基づ

く国内法制度の改善などに、連携して取り組んで

きました。 

 

東日本大震災への対応 

2011年3月11日に発生した東日本大震災を受け

て、各障害関係団体は、それぞれの分野でいち早

く支援の取り組みを始めました。視覚障害者支援

対策本部（日本盲人福祉委員会など）、聴覚障害者

救援中央本部（全日本ろうあ連盟など）、東北関東

大震災障害者救援本部（DPI 日本会議など）など

は代表的な例です。 

そのような中、JDF としても13団体の連携を活

かして取り組もうと、3月18日に「JDF 東日本大震

災被災障害者総合支援本部」を設置しました。 

 

東日本大震災被災障害者総合支援本部の活動 

総合支援本部の活動の１つは、全国組織として

の強みを活かし、国への要望や提言を行うことで

す。あとで述べる「JDF 被災地支援センター」や、

各構成団体の被災地での取り組みを踏まえ、13団

体で共通して訴えるべき事柄や、各被災地に共通

する課題を取りまとめ、声を合わせて要望するこ

とで、国および社会全体に強いメッセージを発す

ることができます。JDF では、2016年までに東日

本大震災に関わるものだけで13回の要望を行って

います。 

もう１つの活動は、社会への情報発信と啓発で

す。被災地での取り組みとそこから浮かび上がっ

た課題、被災者の生の声を、常に発信し続けるこ

とは欠かせません。このことが、被災地への社会

の関心を高めるとともに、今後の復興やまちづく

りへの提言につながるからです。JDF では毎年３

月に、永田町の議員会館を借りて報告会を行って

います。また JDF や関係団体の取り組みをまとめ

た報告書を２回発行しました。そして、日本財団

と共同でドキュメンタリー映画「生命のことづけ」

を制作しました。 

国際的な情報発信も行いました。2013年の国際

防災の日（10月13日）のテーマが「障害とともに

生きる人々と災害」とされたことを踏まえ、国連

の関係会合のサイドイベントとして、ニューヨー

クやインチョンでシンポジウムを開催したほか、

「生命のことづけ」の多言語版の作成、2015年3

月に仙台で開かれた「国連防災世界会議」への参

加と提言など、日本の被災地の課題を世界につな

げることを目指しました。 

 

JDF 被災地支援センターの活動 

上記の本部機能に加えて、JDF 総合支援本部で

は被災３県にそれぞれ「被災地支援センター」を

開設して支援活動を行いました。 

 

＜みやぎ支援センター＞ 

最初に開設したのは「JDF みやぎ支援センター」

です（3月30日）。県内３か所に支援

拠点を置き、県内の障害者関係団体

が組織した「被災障害者を支援する
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みやぎの会」と連携して活動しまし

た。宮城県障害福祉課から各市町村

宛てに3月31日付けで出された「JDF

みやぎ支援センターの活用について」という通知

を受けて、各地の避難所や福祉事業所などの訪問

調査、自治体や保健センターと協力しての在宅障

害者の支援、障害者団体会員の安否確認、福祉事

業所の再開支援などを行いました。仮設住宅への

移転の支援や、訪問支援も行っています。さらに、

県内で障害者支援を行う民間団体の「情報交換会」

を、県と協力して開催するとともに、南三陸町を

含むいくつかの自治体では、障害者支援に関する

懇談会を行っています。 

なお2012年3月には「みやぎの会」が発展的に解

消し、常設的な連絡組織である「JDF 宮城」が設

立され、以後はみやぎ支援センターの活動を担い

ました。 

 

＜支援センターふくしま＞ 

次に開設したのは「JDF 被災地障がい者支援セ

ンターふくしま」です（4月6日）。郡山市に拠点を

置き、県内の20を超える障害者関係団体が構成団

体として参加しました。開設当初は安否確認や物

資支援、避難所への訪問調査を行いましたが、そ

の後４月から６月にかけて、原発事故の避難区域

等に指定された南相馬市で、市長の判断により障

害者手帳所持者の個人情報の開示を受け、障害者

の訪問調査を行いました（1,139人が対象）。調査

で明らかになった実情は、その後の支援活動や、

市の要援護者対策の基礎資料とした一方、市外・

県外に多くの方が避難し実情がつかめない課題も

明らかになりました。さらに、翌12年の１月から

８月にかけて、日本弁護士連合会、福島県弁護士

会と協力し、「障がい者のためのわかりやすい東電

賠償学習会」を、県内３か所で開催しました。そ

のほか、福祉事業所の支援として缶バッジやひま

わりの種、お菓子作りなどを通じたプロジェクト

の推進や、県の委託を受けた相談支援事業、サテ

ライト自立生活センター、交流サロン「しんせい」

などの活動を行いました。 

 

＜いわて支援センター＞ 

次に開設したのは「JDF 被災障が

い者支援いわて本部」（9月22日）および「いわて

支援センター」（12年4月17日）です。本部を盛岡

市に、センターを陸前高田市に置き、県内で活動

する約20の障害者関係団体で構成されました。陸

前高田市のセンターでは、行政と終始連携を保ち、

まず、上述の南相馬市と同様、市長の判断により

障害者手帳所持者の個人情報の開示を受けて、全

障害者の訪問調査（1,357人が対象）を行いました。

調査結果は支援活動に活かされるとともに、市の

障がい福祉計画づくりや、市が掲げる「ノーマラ

イゼーションという言葉のいらないまちづくり」

に活かされています。 

もう１つの活動は、移動支援です。津波の壊滅

的な被害を受けた陸前高田市では、公共交通機関

の復旧が遅れるとともに、仮設住宅等が高台に建

設されたため、多くの障害者、高齢者に移動の問

題が生じ、通院、通学、日常の買い物等も困難と

なる状況がありました。そこで福祉車両による無

償運送を提供し、2012年～14年まで述べ6,367件の

支援を行いました。2015年からは、市が移動支援

を事業化したことに伴い、地元 NPO に活動を引き

継いでいます。なお、いわて本部は2015年9月に発

展的に解消し、「JDF いわて」が発足しています。 

 

2016年熊本地震への対応 

東日本大震災から５年が経過した2016年4月14

日に、熊本地震が発生しました。その規模と被害

の甚大さから、JDF では改めて災害支援全般を目

的とする常設的な組織として「JDF 災害総合支援

本部」を設置し、その下に「JDF 熊本支援センター」

を開設しました。現地の障害者団体等が組織した

「被災地障害者センターくまもと」と緊密な連携

を取りながら活動しています。 

熊本地震では、県が地震発生後の早い時期から、

民間団体に障害者手帳の個人情報を開示し、安否

確認や訪問調査が行われたことが特徴です。JDF

では地元の相談支援事業所や相談支援専門員協会

等と協力してこの調査に参加し、早期の実情把握

に努めました。今後は調査で明らかになった実情

を、どのように支援や復興の取り組みに活かして

いけるかが課題です。 

熊本地震のもう一つの特徴は、度重なる余震で

家屋の損壊が激しく、長期にわたって多くの避難
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者が出ていることです。同時に、避難所の環境を

嫌う多くの人が、自家用車や損壊した自宅で過ご

していることは、報道等でも周知のとおりです。

この中には、多くの障害者が含まれています。 

JDF が2016年3月（熊本地震の直前）に NHK、日

本財団と共同で実施した「障害当事者アンケート」

では、災害時に避難指示が出されても、「障害のあ

る自分には避難所は無理だ、自宅に留まりたい」

との回答が多く見られます。現在、国のガイドラ

インに基づき、避難行動要支援者の対策として、

一人一人にあらかじめ支援者を定めておくなどの

個別計画を作ることが進められていますが、避難

所の過酷な環境が避難行動自体を妨げているとす

れば、今後、避難所の課題は、避難行動支援と一

体として考えていく必要がありそうです。 

障害者のうち、障害者団体に属している人や、

福祉サービスを受けている人は一部分です。震災

後の混乱の中でさまざまな困難を抱えながら、支

援を受けられずに在宅で過ごしている障害者に、

どのように支援を届けるかが、熊本でも大きな課

題となっています。「被災地障害者センターくまも

と」では、行政などと協力して「SOS チラシ」を

県内各所に配布していますが、本稿執筆中の８月

現在、１日に数十件の支援要請の連絡が寄せられ、

JDF も連携してその支援を行っています。また JDF

では、行政と協力して、明らかになってきた仮設

住宅における課題確認と提言、住民の相談対応な

どを行うほか、今も残る避難所での支援対応、そ

して自らも被災している福祉事業所の活動支援な

どの取り組みを行い、少しでも多くの障害者に支

援が届くよう努めています。 

 

障害者と災害に関する課題は、他人事ではない 

報道機関等が行った調査によれば、東日本大震

災における障害者の死亡率は住民全体の死亡率の

約２倍となっています。自然災害は誰にも等しく

訪れますが、死亡率に２倍の差が出るということ

は、天災の要素に加え、社会の仕組みに何らかの

課題があるのではないでしょうか。 

熊本地震では、亡くなられた方の数は二桁に留

まっており、単純な死亡率の比較はできませんが、

やはり、被災した障害者が経験する困難は、障害

ゆえにより大きなものとなっています。こうした

被災者の生の声を踏まえ、被災地の

課題を検証し、今後の防災や被災者

支援のあり方をしっかり見つめなお

すことが求められます。 

WHO の推計によると、何らかの障害のある人は

世界の人口の15%とされています。障害者白書では、

国民のおよそ6.7％が何らかの障害を有している

としていますが、障害者手帳を持たない人など、

ここに含まれない方も大勢いると考えられます。

また、いざ災害が起きれば、怪我、不安、悲しみ

などで、障害のない多くの人にもさまざまな支援

が必要となります。災害と障害者の課題は、他人

事ではないのです。 

 

障害者が参加する「インクルーシブ」な防災とは 

身体障害、知的障害、精神障害などさまざまな

障害をもつ一人一人に、災害発生時にどのような

避難支援を行えるのか。また避難後に、どのよう

に必要な支援を確認し、提供できるのか。これは、

いざというときに付け焼刃でできることではあり

ません。日ごろから、障害のある人もない人も、

共に防災に関する課題を話し合い、訓練や計画づ

くりに参加するという取り組みの積み重ねがあっ

て、はじめてできることだと思います。 

JDF を含む関係団体では、障害者権利条約の考

え方に基づいて、「インクルーシブ」な防災という

ことを提言しています。インクルーシブとは、障

害のある人もない人も、同じ社会の構成員として

共に参加し、受け入れあう、といった意味合いで

す。単に障害者が弱者として支援されるのではな

く、障害者も等しく社会に参加し、自らの観点や

可能性を示し発信することで、社会全体が、その

多様な可能性を取り入れ、発展していきます。例

えば、障害者のために設置された駅のエレベー

ターが、多くの市民に役立つことなどは、その一

例です。 

災害時の支援や、平時の訓練などのあり方を「イ

ンクルーシブ」にすることは、これまでの経験から

みても、言うほど簡単ではありません。しかしなが

ら、私たちが住むこの社会を、誰もが安心して暮ら

せるものとしていくために、私たち

一人一人の問題として、このことを

考え実践していく必要があります。 
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東日本大震災を風化させないために 

～自分ができる風化させない方法を探して～ 

 

 

小野 和佳 

 

2011年3月11日東日本大震災から５年以上の月

日が経ちました。震災を経験した後のこの５年以

上もの月日の中で今でも消えていくことのない、

思いや出来事があります。 

 

１．2011年3月11日の自分 

当時所属していた福島県にある、NPO 法人いわ

き自立生活センター（2011年当時）で私は被災し

ました。余震が続く中、ヘルパーは安否確認に動

き、事務所のスタッフは断水した為水の確保、電

話がつながらない中関係各所への連絡をしていま

した。一方、車いすを使用している私はそのとき

何をどうしたらいいのかわからず、このセンター

に所属して以来感じたことのない慌ただしい足音

を只々感じているだけでした。つまりは何もでき

ていなかったのです。 

その後、福島原発の事故が起き、屋内退避を続

ける中で、介助者が様々な想いの中、避難を判断

し始めました。建物は安全だとしても、医療的な

ケアが必要な人たちにとってここで避難生活を続

けることは困難だと判断し、全国にある自立生活

センター・障害者救援本部の協力のもと、戸山サ

ンライズに避難をしました。戸山サンライズでは

普段と変わらない生活、中には普段以上の良い生

活ができていると感謝している仲間もいました。

本当に恵まれた避難先であり戸山サンライズの皆

さんには心から感謝しております。この戸山サン

ライズの生活でいわきに戻るか、ここにとどまる

か、何度も協議になったことを覚えています。戻

ることを心配してくださる関東のみなさん。いわ

きに残っている仲間を心配する人。様々でした。

結果全員がいわきに戻る結論がでま

す。今振り返るとこの戸山サンライ

ズの生活でも私は何も出来ていな

かったことを覚えています。 

 

２．初期の行動に備えることの大切さ（個人が

判断・決断しなければいけないことがある） 

前段をお読みいただいてお気づきの通り、被災

した直後の半年近くは、自分自身では何もできて

いなかったことになります。事業継続計画・集団

避難・集団避難の終了どれもスタッフとして貢献

できなかったと思います。５年経った今あらため

てあの時のことを振りかえると、自分なりに見え

てくることもあります。確実に言えることは、私

達のセンターは震災直後様々なことに恵まれてい

たということではないでしょうか。地震発生時刻

が日中、建物が倒壊していない。断水はしたが電

気は通っている。連絡が取りづらくてもパソコン

でメールが送れる。全国の自立生活センターや当

事者団体と繋がっている。結果リーダーが様々な

判断ができる。結果集団避難につながる。このよ

うに戸山サンライズまで繋がるプロセスこそが震

災直後としては一番恵まれていたのではないで

しょうか。私はこの５年皆さんにお伝えできるよ

うな被災地支援はできていません。正直あの時と

何も変わっていないのだと思います。ただ、今さ

らながら恥ずかしいですが、「自分で決める」とい
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う力をつける努力はしております。微力ながら講

演会や様々な地域の方と出会う中で、やはり震災

や災害直後初期の行動をどう自分で判断するか。

このことが大事なのではないでしょうか。自分の

ことだけ考えれば良いということではなく自助を

どうするかです。普段からの地域とのつながりは

確かに大切ですが、大災害ともなれば、避難所に

集まる人数も多く、大半が初対面ではないでしょ

うか。そのような状況下で完璧な避難所運営を行

うことは困難でしょう。そこに様々な人が来て初

めてルールをつくり、環境を整備し共助が生まれる

のではないでしょうか。臨機応変の必要性は初期の

行動ではなく、この共助の場面にあると考えます。 

災害直後の初期の行動をどうするか。自分自身

の避難計画を作れば準備すべきことが見えやすく

なるのかもしれません。ただし、マニュ

アルをつくるということではなく、選

択肢や候補をたくさんあげておくとい

うことです。判断や決断をするのはや

はり自分自身なのだと思います。 

 

３．無理のない防災対策が大切 

何かに備える準備というのは中々前

に進まないものだなぁと実感しており

ます。やはりそれは備えるということ

は日常生活にどこか制限がかかってし

まう気がするからでしょうか。私達は

災害を乗り越えながら生活していかな

ければなりません。2016年4月にも熊本

地震がおきました。被害にあわれた方々にはここ

ろよりお見舞い申し上げます。 

前段に続きますが、初期行動の自助がその後の

共助へとつながるのではないかそう申し上げまし

た。私は、この５年防災をテーマにした講習会に

も参加しました。【図１】をご覧いただきたいので

すが、普段から意識して確認・観察しましょうと

あります。本当に予期せぬこと、想定外なことは

確かにありますが、事前に防げる想定外も少なく

ないということです。「家に帰るまでに、電信柱は

何本立っていましたか？」何気なく意識しておく

ことで、通勤時や帰宅時等に災害が起きた場合、

次の行動を判断することができます。では、障害

がある私たちの場合どうでしょうか。お住いの環

境によって違いがでますので、あくまでも一例で

すが、【図１】の項目に付け加えるな

らば、徒歩で帰宅する場合、通常よ

く使う「最短ルート」、それとは別に

「住宅街を通るルート」「商店街や商業施設が多い

ルート」を覚えておくというのはどうでしょうか。

理由はやはりマンパワーへの期待です。話が前後

しますが、ドア TO ドアの送迎車両で移動をしてい

る障害がある方もいらっしゃいますので、散歩し

ながら自宅から最寄り駅までなど街中を歩いてみ

るのもよいのかもしれません。 

また、一時避難所へ避難するルートだけではな

く、これもまずはマンパワーの視点から、自治会

長さんの自宅までのルート、地区社会福祉協議会

へのルートを覚えておくと避難所へ避難するより

も短い距離で助けを求められるかもしれません。 

 

次に【図２】をご覧いただきたいと思います。

皆さんは新宿区が発行している「要配慮者防災行

動マニュアル」をご覧になったことはありますか。

これは日ごろの備えのみではなく、障害者も含め

た要配慮者への配慮のポイントがわかりやすくま

とめられています。 

私は、ここで「非常時の持ち出し品」という項

目に注目してみました。ここでは「無理のない共

助」というのがポイントです。基本的に必要な持

ち出し品はまとめられていますが、私たち障害者

がその特性にあわせてあると嬉しい「非常時持ち

出し品」もまとめてみてはどうでしょう。今では、

「女性の為の防災セット」も販売さ

れています。障害者が必要な非常時

持ち出し品をまとめておき、個人個

【図１】
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【図２】 

人の持ち出し袋の中に、１つ２つそ

の持ち出し品を付け加えておいてい

ただけると、それだけで共助になり、

避難所でもそれがきっかけで、コミュニティーが

つくれるかもしれません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．経験は確実に活きている 

私は現在、マンションの５階で一人暮らしをし

ています。車いすを使用していますのでエレベー

ターで移動しています。2016年の８月は多くの台

風が日本に上陸をしました。 

台風10号が観測史上初太平洋側から東北へ上陸

したその日、私は講演の依頼をいただいておりま

した。当初私は会場の最寄り駅まで公共交通機関

を利用し移動する予定でしたが、実施先に車での

送迎をお願いしました。この相談をしたのは、当

日の１週間前です。その時の行動を今振り返って

みると、東日本大震災以前の私ならこの様な行動

には出ていなかったかもしれません。一方で、想

定外な事が起きてしまうこともまだまだあります。

私の住んでいる地域は、台風10号よりも、９号の

接近の際に雨が強かったのですが、雨の様子を見

るために、ふとベランダに目をやると、ベランダ

に水が溜まってしまっているのです。足首はゆう

に濡れてしまうほどでした。排水溝に長年の土が

溜まり雨水が詰まってしまっていた

ようです。想定できるものもあれば、

思わぬトラブルもやはりあるもので

す。しかし、私達障害者はそういった場面に出く

わしたとき、「自分で何とかする」という判断は全

てではありませんが、困難な場合が多いのです。

地域の防災意識は確実に高くなっていると実感し

ています。だからこそ私達障害者もそれぞれがそ

れぞれの方法で、まずは自助をしていく必要があ

るのではないでしょうか。とは言え、「困っている

今に」声をだすことと、「困った場合に」声をだす

ことでは、あくまで私の場合はなんだか別な力が

必要です。 

ですから、ここでも無理はしませんが、ただ、

隣の部屋の方や大家さんに会ったら、必ず挨拶を

するようにしています。すると少し会話になりコ

ミュニケーションが取れる場合があります。その

積み重ねだと思うのです。困ったら助けてもらう

相手としてではなく、隣の部屋に車いすを使った

私が住んでいることを知ってもらえば、私が身動

きが取れなくても、その方に助けを呼んでもらう

ことも可能になってきます。皆が被災している状

況で求めすぎるのもよくありません。災害時の場

合は、できる範囲で無理なく自助をすることで、

なによりも、無駄のない的確な共助につながるの

ではないでしょうか。 

 

５．最後に 

私自身、５年以上経った今も、被災地へなにも

届けられていません。しかし、この５年たくさん

の方と出会い、たくさんの方と仕事をさせてもら

い、様々な活動をするなかで、要所要所で自身で

決めなければいけない場面や、自分の声で発言し

なければいけない場面があり、またそのことの大

切さをたくさんの方々に教えてもらいました。ま

だまだ不甲斐ない情けないという思いは2011年の

自分と変わりません。しかし一つだけ違うことが

あるとすれば、この５年間私の生活環境なども何

度か変わりましたが、あの時にあった「後悔」の

気持が今はないような気がします。あれからは自

分が後悔しない選択は自分でできているのかもし

れません。しかしながら、東日本大震災をはじめ、

これまでの数々の災害で、この選択肢すら与えら

れていない方々がまだまだたくさんいらっしゃい

ます。それを決して忘れず自分らしく生活するこ

とが東日本大震災を風化させないことにつながる

のではないかと思っています。 
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平成28年熊本地震における障害者支援について 

～福祉避難所開設から閉設まで～ 

 

熊本県身体障がい者福祉センター 

所長 竹下 智之 

 

本年４月に発生しました「熊本地震」に際しま

して、多くの義援金や救援物資及び人的支援を賜

りましたことに、紙面をお借りして御礼を申し上

げます。 

 

１．熊本地震の発生 

平成28年4月14日21時26分、熊本県熊本地方を震

央とする震源の深さ11km、マグニチュード(Mj)6.5

の地震（前震）が発生し、熊本県益城町で震度７

を観測、その28時間後の4月16日1時25分には、同

じく熊本地方を震央とする震源の深さ12km、Mj7.3

の地震(本震)が発生し、熊本県西原村と益城町で

震度７を観測しました。この地震は、平成７年に

発生した兵庫県南部地震(阪神・淡路大震災)と同

規模といわれています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14日の地震は、日奈久断層帯の北端部の活動、

16日未明の地震は、布田川断層帯の活動によるも

ので、隣接する二つの断層帯が連動することで発

生した連動型地震と見られています。 

16日の本震以降熊本県北東部に位置する阿蘇地

方から大分県西部にかけての地域と大分県中部地

域においても地震が相

次ぎ、熊本地方と合わ

せて３地域で活発な活

動が見られています。 

14日の前震と16日の

本震で二度の震度７を

記録した以降も今なお

余震が収束していない

状況です。 

気象庁では「前例のない地震」としていました

が、400年前の東日本の大震災の後には、国内最大

級の活断層である「中央構造線断層帯」西端の熊

本・八代で地震が起き、大分・広島・愛媛・香川

へと西日本の中央構造線を東に向かって、次々と

地震が連発した形跡

があるとのことです。 

現在の科学技術で

は地震の予測を正確

にすることは難しく、

次にどこで地震が起

こるか誰にも分かり

ません、万が一の為

の備えは、どの地域

に住んでいる方もき

ちんとしておく必要

があると思います。 

〈 熊本地震による人的被害 〉 

人的被害 死者88人、重軽傷者 2,224人 

（H28.8.15 熊本地震関連が認めら

れた数含む、熊本県災害対策本部） 

震災前の阿蘇大橋

震災後
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２．福祉避難所について 

災害

時には

小学校などが避難所

として開設されてい

ますが、高齢者や障

がい者、妊産婦、乳

幼児、難病患者など支援が必要な方には建物の構

造上の問題（トイレなど）や健常者よりもきめ細

かな支援が必要なことなどから、一般の避難所で

の避難生活は困難と思われます。 

熊本市では、こうした方々を支援するため福祉

施設等と協定を結び、福祉避難所として開設され

る仕組みになっています。 

福祉避難所は、5月12日時点で、県内に70カ所が

開設され、347人の要支援者が避難生活を送ってい

ます。震災前には、福祉避難所176カ所と協定を結

び、1,700人の収容を想定していましたが、開設数

は４割、避難者は２割にとどまっています。（受け

入れ体制が整っていなかった等）、このことから福

祉避難所の対象となる人や住民には普段から広く

福祉避難所の存在を周知しておくこと、「あそこに

行けば安心」という場所にする為にも、情報提供

に努めていく必要があると思います。 

 

３．福祉避難所の開設、避難者の入所から退

所まで 

ここからは、当福祉センターに避難された方が

退所されるまでの動きを時間の経過に沿って記載

します。 

4月14日・16日と地震が起きましたが、センター

職員自身も被災している中、出勤できる職員で建

物等の被害状況の確認や危険物の除去、問合せの

対応を行いました。 

1975年（昭和50年)に整備された熊本県社会福祉

事業団の施設は、本震で高架水槽の土台及び、受

水槽（２基ある内の１基）が破損し水の確保に追

われました。水は水槽にあるだけで、

断水が解除されるまでどれだけ持た

せるか、その間、市が手配した給水

車で飲料水の確保に努めました。電気は通ってい

ましたが、ガスは完全に停止した状態でした。そ

のような中、全国の色々な団体・個人から多くの

支援物資の提供を受け本当に助かりました。 

4月21日(木)、福祉センターは熊本市から福祉避

難所指定を受け、「熊本市」「ふくし生協」「福祉セ

ンター」の３者で福祉避難所を運営することにな

りました。なお、指定を受ける前は、施設を24時

間開放し、車中泊の障がい者に対してトイレ・休

憩場所の提供のみを行いましたが、この日から支

援物資の支援を受けられ、避難された方々に水や

食料品等を提供できるようになりました。 

4月14日(木)は、通常の宿泊と避難の方で７人、

15日(金)は14人、17～21日は17人、福祉避難所の

指定を受けた21日からは25人と日を追うごとに受

入者は増加していきました。福祉避難所は、休館

日も開館して６月末

まで設置し、最も多

い日で57人の方が利

用されました。当セ

ンターは、点字図書

館、聴覚情報提供セ

ンターが入る複合施

設であるため、役割

分担として３ブロッ

クに分け、「身体・知

的・精神障害者等」

を福祉センターが

（延1,259人）、「視覚

障害者」を点字図書

館が（延549人）、「聴

覚障害者」を聴覚情

報提供センターが

（延269人）受け持ち

避難者の対応にあた

りました。毎週火・

木・土曜日に打合せ

を行い、今何が必要

か、どのような支援が必要かを話し合いながら支

援策を検討しました。  

ボランティア受付
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次に、ボランティアの確保が急務となり県及び

市などと連携を取りながら確保に努めました。日

を追うごとに介護職・医療職などボランティアの

数も増え、避難された方の介助の手も多くなり、

時にはロビーに笑い声も聞こえるようになってい

きました。 

食事は、4月21日の避難所開設後は、支援物資の

中から提供する状況が続き、避難者の中に血圧・

ストレス等で病院へ救急搬送するような事態も発

生しました。当センターは給食設備（器具等の準

備は）ありますが、入所施設のように栄養士・調

理員がいる施設で

はありません。食

事の改善等を図る

ため、5月2日から

飲食店を営んでお

られる方に依頼し、

栄養士の意見も聞きながら、夕食の「炊き出し」

支援を行いました。 

また、避難者が部屋に閉じこもるのを防ぎ、健

康増進とコミュニケーションを図る意味で、午

前・午後ロビー

に集合してもら

い、ボランティ

アの方々による

体操指導等を実

施しました。さ

らに、慰問の申し

出もありましたの

で、当センターの

ロビーにおいて、

ミニコンサートな

ども開催しました。 

最終的には、福祉避難所は、多い時で１日50人

以上、延2,071人の方が利用され、211名のボラン

ティアの方々に支援をいただきました。 

（開設期間71日）。避難された方の退所にあたっ

ては、ふくし生協の相談支援ネットワーク等を使

い、個別にニーズ調査等を行いながら退所の支援

を行いました。聴覚障がい者の方は５月末で、視

覚障がい者の方は６月９日で、身体

障がい者等の方は６月末で全員退所

され、退所後は、自宅や公営住宅、

仮設住宅などで新たな生活を始められています。 

 

４．最後に 

熊本地方は６月初旬に梅雨入りしましたが、こ

の時期の雨は農作物にとっては恵みの雨ですが、

ようやく立ち上がろうとしていた被災者には復興

に追い打ちをかけるものとなりました。 

そのような中、震災時にボランティアをしてい

ただいた方から「被災した障がい者の方々のため

に応援メッセージを作りました」と大きな作品を

２点いただきました。１点目の作品は紙面一杯の

人の手形。ひとつ

ひとつの手にメッ

セージが書かれて

いて、熊本の復興

を背中から後押し

してくれているよ

うです。２点目は

メッセージボード

を持ち、笑顔で写る

人たちの写真。遠く

離れた地で私たちを

思っていただき感謝

の気持ちでいっぱい

です。 

現在、仮設住宅の

建設等に伴い避難所

は縮小されましたが、今なお不自由な生活をされ

ている方がたくさんおられます。その方たちにも

この応援メッセージが復興の力になればと思いま

す。 

今回の震災を通して、改めて全国の皆様からの

多くの御支援に心より感謝を申し上げますととも

に、県民一人ひとりが力を合わせて、熊本の復興

に努力して参りたいと思います。 

ありがとうございました。 
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傷つく方法を選ぶことはできないが、 
癒す方法は選ぶことができる 

—いのち・生活・生涯を地域の絆で結ぶー 
 

社会福祉法人熊本ＹＭＣＡ福祉会 

熊本ＹＭＣＡ尾ヶ石保育園園長 久保 誠治 
 

はじめに 

ＹＭＣＡは国や人種の違いを超え、世界119の国

と地域で約5800万人が活動する非営利団体です。

キリスト教の精神に基づき、すべての人々の豊か

な成長を願い活動を行っています。熊本ＹＭＣＡ

は1948年（昭和23年）の創立以来、教育・健康・

福祉・国際など様々な分野で、幼児から高齢者ま

で幅広い世代を対象に多様な事業や活動を展開し

てきました。ＹＭＣＡは、喜びを共にし、痛みを

分かちあい、かけがえのないいのちを守り育む社

会をめざしています 

熊本ＹＭＣＡは、今回最も被害の大きかった益

城町にある総合運動公園・体育館を2015年度から

指定管理者として運営、地震発生後は県内最大の

避難所となり、最大で約1500名が避難されました。

隣接する御船町でも指定管理者として運営してい

る御船町スポーツセンターに約200名が身を寄せ

られました。さらに阿蘇ＹＭＣＡは宿泊型の災害

ボランティアセンターとして、これまでに延べで

3,000名のボランティアが活躍し、今日も継続して

支援活動を行っています。 

 

１．熊本地震被災状況について 

4月14日(木)21時26分、熊本地方を震源地とする

マグニチュード6.5の前震により益城町で震度7を、

同月16日(土)1時25分、同じく熊本地方を震源とす

るマグニチュード7.3の本震により、西原村・益城

町で震度7を観測、県央・県北を中心として、大き

な被害をもたらしました。また、６月下旬の大雨

により二次災害として災害を拡大させました。人

的被害では、死者137名（震災関連死、大雨二次災

害死含む）、負傷者2,545名、避難者は地震後、最

大避難所数855カ所、避難者数

183,883名に上りました。（11月15日

現在で避難所1カ所2名） 

建物・施設の被害は、176,057棟です。今なお断

水世帯は、約500世帯に及び、熊本地震発生以降の

地震回数は11月15日現在で4,145回に及んでいま

す。（※熊本日日新聞より） 
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２．障害者支援活動について（今回の問題

点、課題とは） 

熊本市発達障がい者支援センター「みなわ」に

は多くの相談が寄せられました。発達障害者が熊

本地震で当事者や家族が周囲の無理解にさらされ、

避難所はより過酷な場所となり「しつけがなって

いないと怒られ、あっちへ行けと言われ、正直苦

しかった」「障害の有無は見た目では分かりにくい

し、他の人も張り詰めているので、なかなか理解

してもらえなかった。福祉避難所の情報もなく、

追い詰められた」「迷惑をかけるので避難所に行け

ない」「配給で並べずに２日～３日食べられなかっ

た」「自宅以外のトイレでは用を足せ

ず粗相をしてしまった」等です。 

｢みなわ」では各避難所に、発達障

害者への配慮をお願いする冊子を送りましたが

「公平公正」を理由に特別待遇はできないと断ら

れることもありました。生活が困難な人の存在を

前提とした社会になっているのか？幅孝行所長は

「福祉避難所の充実や情報の提供、障害の特性を

理解した（避難所等への）支援スタッフの配置が

必要」と訴えられています。 

各地で現在、仮設住宅の建設が急ピッチで進め

られていますが、段差や孤立防止等障害者・高齢

者も使いやすい仮設住宅や避難所が求められてい

ます。 

阿蘇市蔵原に「障害児・者と共に生きる作業所」

夢屋があります。パン工房や交流学習の活動を

行っていますが、代表の宮本誠一さんによると、

震災時、利用者の方が重度の障害者で自傷行為の

心配等で避難所に行けなかった、重度障害者の状

況は行政は把握できているので、災害時にはより

細かな対応をお願いしたい、また、避難所に入る

ことのできなかった利用者を支援いただいたのは

地域の方々で、近隣同士の声の掛け合いや助け合

いがどれほど、災害の危機的状況の時にいのちを

救うか実感されたそうです。また、夢屋の利用者

の方が「白杖」をいつも手に取れる場所にしっか

りと準備し、常日頃から物理的な備え心構えをし

ておくことの大切さを逆に教わったと言われ、次

回に災害が発生した時にも利用者と「さあ、来る

なら来い！今度は前より大丈夫だぞ」という「対

応力」をこれから磨きたい、と張り切っておられ

ました。 

今回新しい動きもありました。地震発生後、地

元の熊本学園大学が障害者・高齢者の避難所と

なったケースです。熊本学園大学社会福祉学部の

吉村千恵講師によると、もともと福祉学部があり、

大学そのものが施設面や備品等障害者・高齢者の

被災者を受け入れる環境が整っていたこと、24時

間介助者としてトレーニングされた学生もいたこ

と、大学内に障害者・高齢者スペースの施設を設

営でき、炊き出しもできたことが、「大学が避難所

になった」大きな要因でした。地震発生以来、障

害者・高齢者60名が避難所生活を送

られました。吉村先生によると、こ

の避難所の目的、成果、課題は以下

本震直後の益城総合体育館

集中豪雨被害

熊本のシンボル、熊本城の崩壊３年後の復旧を目指します
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の通りです。 

目指したことは（目的） 

１）車いすやそのほかケアが必要な

障害者高齢者が身体を伸ばせるスペースの

確保 

２） トイレに自由に行けるスペース 

３） 介助が必要な人への介助（精神的なケアも含

む）（しかし、専門的ではない） 

４） ｢いること」に遠慮しないでいい場所づくり 

５） 健康を守る（ノロウイルス、インフルエンザ

他感染症、食中毒、そして気落ち） 

６） 独りにしない 

良かったことは 

１） 学びと出会い（避難所を出たあとも交流があ

る・・・生活支援にもつながる） 

２） ｢避難所はもっと気を遣って暗くてきついと

ころかと思っていたけど、ここは楽しかっ

た」と言って帰っていった障害者・高齢者が

いた 

３） 学生が大きく成長した 

４） 今後の一つのモデルを提供できた 

５） 全国の方のお気持ちに感謝（4月18日の夜に

は福島の仲間が車を運転して到着！） 

６） 次は私がどこにでも行きます！ 

今後の課題としては 

ＣＩＬ（※Center for Independent Living”）

バージョンの避難計画を立てること。 

「自立生活センター」 

 

３． 地域の共助（助け合い）が多くの命を

救った！～平時が非常時の鏡！～ 

益城町では地震による被害住宅が９割以上で、

地震発生以来未だ倒壊したままの家屋があります。

長引く避難所生活で身体を動かすことや他者と交

わる機会が減っている高齢者がいます。不自由な

環境の中、十分に学習や遊びの時間が確保できな

い子どもたち、感覚過敏等のために、また家族の

判断で避難所に入れずに車中泊や自宅で避難生活

を送る障害者、職を失い家族を亡くし不安を抱え、

生活再建への一歩が踏み出せない人々がいます。

やっと入れた仮設住宅、これまでのコミュニティ

から離され孤独で不安な生活を始めた人たちがい

ます。一人ひとりにどう寄り添って

いけるかが今後の新たな課題です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現在、阿蘇市の高齢化率は33％、３人に一人が

高齢者です。2012年の九州北部豪雨災害での独力

で避難が困難な避難行動要支援者の支援対策を進

めるために「阿蘇市やまびこネットワーク」を立

ち上げ、日頃から訓練、今回の熊本地震でも多く

の命が救われました。一般的に70％が近所の住民

や消防団からの救出といわれますが、いかに「生

活防災」「平時が非常時の鏡！」が大切か、「地域

の絆」が一番であるかを実感させられました。 

私自身、４月から阿蘇に赴任し２週間で被災、

１回目の余震で益城町への災害ボランティアの準

備を済ませた16日の1時25分、これまでに体験した

ことがない本震を体験しました。寝ていたベッド

が宙を舞い、あらゆるものが倒れました。ライフ

ラインは切断され、地震が収まり、「車帰公民館に

集まれ！」の声に、やっとのおもいで集合場所に

行き、すかさず人員点呼、返事のない人がいると

地元の消防団や地域の皆さんで車やチェーンソー、

バール等を持って壊れた家から朝までに被災者が

全員救出されました。 

益城、御船、阿蘇、熊本市等各地域で、このよ

うな共助（日頃からの助け合い）によって多くの

いのちが救われました。しかし今回の熊本地震で

は、地震発生の地域により、災害の大きさも、ま

たその復興・復旧のニーズも異なります。さらに

熊本地震後の６月下旬の大雨により大きな２次災

一番被害が大きかった益城町の被災地

地震で全壊した家
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害が発生しました。4,000回を超える余震、秋には

台風、冬までに基幹道路が復旧しなければ被災地

が孤立する状況が予測されます。 

各地域は、生まれ育ってきた家や取り巻く環境

は自分自身のルーツでありアイディンティティで

す。豊かな自然や地域等多くのものが傷つき、喪

失し心に大きな傷跡を残しました。この喪失感情

からの回復には、自分たちの力で新しい環境や生

活を獲得していくプロセスが重要です。私の住む

車帰地区は公民館を民間避難所として、震災直後

から新たなコミュニティ再生の場でした。避難所

を支えるお母さん方は、いつも笑い声が絶えるこ

となく、したたかにしなやかにレジリエンスを発

揮されていました。家族を亡くし、家が崩壊し、

美しい自然が破壊されても、花は咲き、新しいい

のちが力強く歩みだします。また、全壊で着の身

着のまま救出された、あるご夫妻は生きる希望を

なくしかけていた時に、大雨の中、全壊の家を黙々

と瓦礫撤去をするボランティアの姿に、生きる希

望を見出され新しい変容を引き起こされました。

お互いが大事な必要とされる存在なのだと実感さ

せられました。 

今回の多くのボ

ランティアが災害

支援に関わって来

られましたが、そ

の本質は寄り添う

ことではないで

しょうか？  

 

 

 

 

｢臨床哲学」を提唱する鷲田清一さ

んは、『「聴く」ことの力』の本で次

のようなことを言われています。臨

床哲学とは、「臨床」という、人々の「苦しみの場

所」ともいうべき場所において、わたしが、名前

を持った特定のだれかとして、別のだれかある特

定の人物に関わってゆくなかで、問題としての「苦

しみ」を解体するのではなく、問題を共に抱え込

み、分節し、理解し、考えるという営みを通じて

それを内側から超えてゆくこと、あるいは超えて

ゆく力を呼び込むことである、と。 

 

４． 災害支援のレクリエーションは「ゆか

いに」 いのち・生活・生涯を結ぶ！ 

井上ひさしさんは「むずかしいことをやさしく 

やさしいことをふかく ふかいことをゆかい

に・・・」という言葉を遺しました。災害支援の

レクリエーションは「ゆかいに」の一言かもしれ

ません。被災直後の次から次の難しい状況を乗り

越えていくためには、リーダーはある種の覚悟と

開きなおり、優しく伝える短いことば、共感、苦

悩に寄り添うこと、状況対応、問題解決力が求め

られました。 

避難所生活でおにぎり１個いただくのに３時間

半かかりました。その避難所のリーダーが、「レク

リエーションと言わない雰囲気づくり」で声をあ

げて笑う、笑顔の絶えない楽しい環境を創りあげ

ることがとても大切でした。笑い声や笑顔のあふ

れる避難所は活気があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

“大丈夫ですよ！”というメッセージも不安な

人には大切です。認知症や障害者に

とって環境変化は大きなストレスで

すし、急性ストレス障害には、呼吸

全国から駆け付けてくれるボランティア

地震後の瓦礫を撤去するボランティア

益城町総合運動公園
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法やマッサージ、温泉に入ること、

音楽等のストレス・コーピングや身

体の運動、瞑想等たくさんのレクリ

エーション資源をフル活動する必要があります。

また、支援物資もニーズの半歩先をみて、早めに

手配が必要です。「この避難所は大丈夫ですよ」「安

心してください」「いつもあなたを見ていますよ」

等マズローの５段階欲求説の生理的欲求を楽しく

レクリエーションで「ゆかいに」満たすことです。 

避難所が落ち着いてくると、次の段階は益城町

の「よかましきハウス」のような避難者の自立意

識を育てるような多種多様な「レクリエーション

というプログラム」の提供を準備する必要があり

ます。御船町の避難所では日に２回のルーティン

のラジオ体操、阿蘇市では「子どもフェスタかも

～ん」のように阿蘇の子どもたちや災害ボラン

ティアが共に作り上げる参加型の行事提供等です。 

阿蘇の４つの保育園では、園児はじめ保護者を

含めた「わくわくどきどき」体験を積み重ねてい

ます。地震被災での「ワクワクドキドキ」の恐怖

体験を、レクリエーションの「わくわくどきどき」

体験を通して楽しい体験に上書きしていくことで

す。つまり恐怖体験をプラスの思い出に塗り替え

ることです。 

次の段階の地域再生には「物語」が必要です。

それぞれの実情に応じた再生計画が必要です。

「ソーシャル・アプローチのレクリエーション」

が必要となってきました。熊本地震には内外から

多くのボランティアの皆さんが駆け付けてくだ

さっています。特に、阪神淡路大震災、東日本大

震災で被災された多くの方がその当時のお礼とし

てたくさん参加されています。被災地のリレーを

レクリエーションというバトン（発想）で大きな

支援のネットワークを広げていくことができます。

時という縦の糸と各被災地という横の糸の紡ぐ織

物のように、いのち・生活・生涯を「ゆかいに」

豊かに結ぶ

「 レ ク リ

エ ー シ ョ

ン」はとて

も大切です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

おわりに 

今後の復旧を進めていくためには３つのステー

ジから考えていかなければなりません。 

災害が発生した時には、緊急救援時での「生命

―ライフラインの確保」、復興時の「生活―リビン

グラインの確立」、長期的な課題となる「生涯―バ

リューラインの確保」等今後長期に渡る活動が必

要とされます。地震からまだ７ヶ月これから何年

もかけて行われます。 

瞬間的なマンパワーも必要ですが、復興の段階

に合わせ長期に渡る支援が必要となるので、現場

に入ってのボランティア活動だけではなく、あら

ゆる方向からの支援が必要となります。義援金、

観光訪問、被災地の農作物購入、高校生や大学生

らのアクティブラーニングの場、やまびこネット

ワークのような日常的な避難行動要支援者の把握

と新たな福祉避難所、そして望ましい地域社会の

形成への参加などを通して、未来を担う子どもや

青年たち、次代のリーダーを育てることも大切で

す。 

私たちひとり一人が、意識的に学び被災地から

の声を聴き、自分ができることを考え、共に歩ん

でいく姿勢を持ち行動を続けること。それが、復

興を進めていくために、わたしたちにできること

ではないでしょうか。 

 

倒れても、立ち上がる。 

傷ついても、歩いていける。 

いっしょなら。 

 

輝くひとみを取り戻したい

避難所に咲く笑顔の花
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大震災を風化させないために 
～障がい者スポーツの取り組み～ 

 
東北文化学園大学准教授 宮城県障害者スポーツ協会常任理事 

佐藤 敬広 
岩手県障がい者社会参加推進センター事務局長 

三浦 拓朗 
(公財)福島県障がい者スポーツ協会 

増子 恵美 

 

１．はじめに（佐藤 敬広） 

未曾有の大震災から５年の歳月が流れました。

この間、被災地におけるスポーツを通じた様々な

支援はもちろんのこと、スポーツ基本法の制定や、

障がい者スポーツ支援の文科省への一元化、そし

て、2020東京五輪・パラリンピックの開催決定な

ど、障がい者スポーツを取り巻く環境が目まぐる

しく変化しています。このような状況の中、被災

３県を含めた東北地方においては、特にパラリン

ピック開催の機運に乗じた「復興支援」と「障が

い者スポーツの理解啓発」の２つのテーマをマッ

チングさせた様々なスポーツイベントが増えてお

り、また、メディアを通じて実に多くの方々の目

にも触れる機会が増えていることは非常に喜ばし

いことであります。しかしながら、その内容は「パ

ラリンピック種目」や「競技性の高いスポーツ」

をツールとした「イベント」であることが多く、

例えば、重度の障がいのある方や子どもたちの現

況や日常的なスポーツ活動の現況はあまり知られ

ておらず、障がい児者の「運動やスポーツの生活

化」につながる取り組みはまだまだ不足している

と言えます。 

宮城県障害者スポーツ協会では、定期開催をし

ている「キッズ・サポート・プログラム～障害児

運動・あそびの広場～」を新たに拡充し、特に甚

大な被害を受けた「宮城県石巻市」でも開催する

など、より身近な地域で“いつでも、どこでも”

運動やあそび、スポーツに触れ合えるような取り

組みを行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

今後さらに加速するであろう“障がい者スポー

ツ”“パラ・スポーツ”の取り組みを、被災地の障

がい児者を含めたすべての人たちの「日常」に届

けることが、「大震災を風化させないため」に大切

なことではないでしょうか。今回の報告では、岩

手県・福島県の取り組みを紹介し、被災地におけ

る障がい児者の運動やスポーツの生活化のための

ポイントや課題を考えてみたいと思

います。 

宮城県障害者スポーツ協会主催「キッズ・サポート・プ

ログラム～障害児運動・あそびの広場～」in 石巻 
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２．震災から学んだ地域における 

  スポーツ振興の大切さ 

  （三浦 拓朗） 

東日本大震災 復興の架け橋～希望郷いわて国

体・希望郷いわて大会 

2016年秋、希望郷いわて国体・希望郷いわて大

会は、全国から選手団・関係者が集い、無事に閉

幕いたしました。 

東日本大震災の被災県として初めての大会開催

となることから冠称を「東日本大震災復興の架け

橋」として、大会スローガンである「広げよう感

動。伝えよう感謝。」のとおり、スポーツだけでは

なく、全国から来県する皆さんに復興支援に対す

る感謝を表す大会にしようと岩手県や開催市町村、

競技団体などを中心に県民一丸となり、「オールい

わて」で取り組んでまいりました。 

 

震災直後の様子 

さて、少しだけ震災を振り返ります。震災当初は、

様々なイベントが中止になりました。障がい者ス

ポーツ関係のイベントも例外ではなく、私たちの業

務は震災発生からおよそ４か月間は、被災地への支

援活動が中心となりました。主な活動内容は障が

いのある方々の安否や所在の確認、支援物資の搬

送です。活動の中での最初の壁は、物資の不足で

す。特にガソリン不足は深刻で支援物資が入手で

きてもすぐには届けられない状況にありました。 

これ以降、障がいのある方が滞在している避難

所、障がい者施設、支援学校等を中心に、現地で

のニーズの聞取りや NGO 支援団体、社会福祉協議

会等と情報交換をしながら活動を続けていました。 

 

岩手県障がい者スポーツ大会の中止 

震災発生から、約１か月後に県の担当課から連

絡がありました。毎年、６月第１週の土曜日に開

催してきた岩手県障がい者スポーツ

大会の実施についての相談です。避

難所を訪問している時、知的障がい

のある女性から、「いろんなことができなくなって、

楽しいことがない。せめてスポーツ大会はやって

くれませんか？」と言われていたこともあり、私

は県に対して開催すべきとお答えしました。しか

し、調整期間もなく、県も参加する市町村も余裕

のない状況で、時期を先延ばしての開催など、様々

提案しましたが、被災地域からの参加は困難であ

ることやスポーツよりも生活再建が優先との判断

から中止が決定されました。 

この決定の判断は誰からも責められたわけでは

ありません。正しい判断であると多くの方々が考

えています。しかし、避難所で聞いた声は心に引っ

かかったままでした。 

 

地域におけるスポーツ振興の大切さ 

私の心の引っかかりは、スポーツ大会を実施で

きなかったことではなく、地域における課題に気

づき始めたことだと思います。これから取り組む

べき明確な方向性を示されたような気がしました。 

各都道府県が主催する障がい者スポーツ大会な

どの大がかりなイベントは各地域からたくさんの

障がい者や一般の県民もボランティアとして参加

して、大いに盛り上がり、それはそれで大変有意

義で素晴らしいイベントと言えます。しかしなが

ら、せいぜい年に１回程度の開催となってしまう

でしょう。もっと、日常的に障がいのある方々が

気軽に手軽にスポーツに親しむことができる環境

があったら、あの避難所での「せめてスポーツ大

会はやってくれませんか」という声は出なかった

かもしれません。 

 

卓球バレーとの出会い 

卓球バレーは震災の翌年１月に大分県の堀川裕二

さん（社会福祉法人太陽の家職員）により県内で初

めて紹介されました。その少し前に、堀川さんが福

島県において避難所でも手軽にできるスポーツとし

て卓球バレーを紹介したことがきっかけとなってい

ます。その後、同じ被災県である岩手でも取り入れ
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てはどうかという話をいただいておりました。 

卓球バレーの最大の魅力はその競技特性にあり

ます。卓球台を６人対６人で取り囲み、ネットの

下を転がしてプレーします。また椅子に座ること

が義務付けられていることから、多少、障がいが

重くても、また障がいがなくても、年齢差があっ

てもあまり差がでません。また、椅子に座るとい

うことでリスクもかなり軽減できます。狭い空間

でもプレーができるので、広い体育館ではなく、

会議室等を利用して冷暖房完備で年間を通して楽

しむことも可能です。 

 

選手強化担当者としての言い分 

私は、希望郷いわて大会の選手強化責任者でも

あります。そんな私が正式種目ではない卓球バ

レーのオープン競技実施に力を入れていることに

対して違和感がある方もいるかもしれません。で

も、皆さんの地域でもアスリート的な障がい者は

ごく一部であり、選手強化の対象とは考えにくい

高齢及び重度障がい者の数の方が圧倒的に多いと

いう現状があるかと思います。 

競技力向上における選手発掘・育成・強化はこ

れもまた、大変素晴らしい取り組みであり、指導

者体制や練習環境の整備をさらに進める必要があ

ります。ここで、私が言いたいのは、それだけで

はいけないということです。競技スポーツ、リハ

ビリスポーツ、生涯スポーツなど多くの視点から

取組むことが大切であるということを避難所で聞

いた声から学んだような気がしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．福島からリオ、そして2020東京パラリンピッ

クへ（増子 恵美） 

災害の中、地域を支えた障がい者スポーツ関係者 

すべての障がい者スポーツ関連事業の中止。

2011年3月11日。生活のすべて、多くの方の人生が

一変しました。震災から５年が経過した今日でも、

あの日のこと、そして地震発生からの数週間を昨

日のことのように思い出すことがあります。それ

を思い出すたび、現在再び障がい者スポーツに携

わることができる幸せを感じます。震災の年2011

年は、「福島の障がい者スポーツ危機」まさにその

言葉が思い浮かびました。東日本大震災の発生か

ら三週間、震災、津波による被害に加え、福島県

は原子力発電所の事故が発生しました。屋内退避

という指示のもとどうすることもできず、最後は

ラジオから流れるアナウンサーからも祈るしかな

いといった声が聞こえるような状況でした。震災

発生からの二週間は、本県手前で輸送が引き返す

など、原子力災害の影響で食糧や燃料が入ってき

ませんでした。体重は減り、体力や筋力が衰えて

いくのがわかりました。そんなとき、これから障

がい者スポーツがどうなっていくのだろうと、先

行きの見えない不安に苛まれたのは、震災から程

なくしたころでした。先人らが長い月日をかけて

築きあげてきたものが、こうしたこ

とで失われるのかと思っていました。 

そうしたなか、障がい者スポーツ
卓球バレー指導者養成講習会（久慈市） 

～受講者チーム対旧身体療護施設チーム～ 

卓球バレー体験教室（釜石市） 

～花露辺地区復興住宅・集会所～ 
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愛好者らや障がい者スポーツ関係者

と連絡が取れるようになりました。

障がい者スポーツ愛好者らは、仲間

と情報を交換し、不安に思う障がい者を励まし、

助ける行動をしていることがわかりました。ライ

フラインが寸断され、情報が入手できない聴覚障

害者が不安を感じていたら情報を流し励ましてい

ました。また、障がい者スポーツ指導に携わる関

係者も避難所や地域で活動をしていました。 

わたしたち障がいのある当事者の活動に欠かせ

ないのが、障がい者スポーツ専門の指導者である

「障がい者スポーツ指導員」の存在です。みなそ

れぞれに仕事をしながら障がい者スポーツの振興

に尽力くださっているところですが、この災害時

においては、自治体、福祉施設、教育現場が避難

所となり、そうしたところでボランティアとして

リーダーシップを発揮していました。ある福祉施

設に勤務する障がい者スポーツ指導員は、原子力

災害の避難勧告のため、施設入所者300人を引率し、

避難所を転々としていました。自宅も被災し、家

族の安否も自宅の状況も確認できずに懸命に対応

していました。ようやく自分の家族の安全が確認

できたのは３週間も後のことでした。その後、300

人を受け入れることのできる施設に身を寄せまし

たが、避難所指定となっていないため物資や食料

が入ってきませんでした。そこで障がい者スポー

ツ関係者のネットワークにより、物資に余裕のあ

る避難所から物資を運搬するなど連携していまし

た。また、ある指導者は、避難所において、屋外

に出ることのない避難者に対し、屋内施設の省ス

ペースで実施できる卓球バレーやふうせんバレー

などの軽運動やレクリエーション活動の指導を

行っていました。障がい者スポーツ指導員は、地

域で社会貢献活動をしている人が多くボランティ

ア精神も強いため、こうした福祉の心と積極的な

行動力により、多くの人を支えてい

ました。 

 

国際大会、全国障害者スポーツ大会における“苦

悩”からみえた“光” 

2011年4月、トルコ・アンタリオにおいて IBSA

（国際視覚障がい者スポーツ連盟）主催の陸上競

技大会が開催されました。現在、東邦銀行陸上部

で活躍中の佐藤智美選手（T13）をこの混乱のなか

派遣できるか悩みましたが、関係者と話し、そっ

と送り出すことにしました。その結果、３位入賞

という明るい話題を持って帰ってきてくれました。

そのとき県は多忙ななかでも小さな報告会を開催

してくれました。この写真はそのときのようすで、

職員は防災の作業着を着ての対応でした。 

そして、もうひとつ、全国障害者スポーツ大会

の派遣に関する予算もすべて災害対策費に回され

ていましたが、開催県である山口県からの寄付に

より派遣することが決定しました。全国障害者ス

ポーツ大会の予選を兼ねた「福島県障がい者体育

大会」は競技場が被災し中止となりました。その

ため選手選考は行われていませんでしたので、昨

年の選手団をそのまま派遣しました。 

派遣決定後は、余震の恐怖と目に見えない放射

線の影響という二重のストレスのなかではありま

したが、７月に入り、意を決して各競技の練習会

を実施しました。特に屋外競技の実施については

慎重に進めねばなりませんでした。放射線を測定

する線量計を手配し、空間放射線とトラックの放

射線量を毎時測定しながらの実施でした。学校は

一部再開されていましたが、放射線の影響がどの

程度のものか予測がつかないため、学校では窓を

閉め、登校時は長袖にマスクとで灼熱のなか子ど

もたちは勉強していました。そのようななか屋外

でスポーツを実施するという決断をするのは勇気

のいることでした。幸いにも、放射線の知識を持

つ障がい者スポーツ指導員が専門機材を確保した

こともあり実施に踏み切ることができたのです。

そして、余震も続くなか、余震のたび原子力発電

所に変化がないか確認しながら行いました。 

 



2016年夏号 スポーツ 

－19－ 

全国にいる福島県のアスリートの皆さんへ 

最後に忘れることのできない選手たちのことを

お伝えしたいと思います。放射線の影響を懸念し、

家族で県外へ移動する人が多くいました。そのな

かには、障がい者アスリートも多く含まれていま

した。障がい者スポーツの盛んなところへ転居し

た選手は、その才能を伸ばし、着々と力を付け、

国内の大会で活躍をし始めています。しかし、す

べての選手がそうではありませんでした。競技継

続を断念せざるを得ない選手もいました。全国に

いる福島県のアスリートのみなさん元気にしてい

ますか？ 

2020東京オリンピック・パラリンピックの開催

が決定し、首都圏を中心に各地域で盛り上がりを

みせています。本県ではまだまだその盛り上がり

についていけていない現状があります。また、リ

オデジャネイロパラリンピックには、残念ながら

本県からの選手の出場はありませんでした。96年

から2012年まで日本代表を輩出してきた本県に

とっては残念な結果です。強化までできなかった。

この５年の事実が結果となりました。震災後、パ

ラアスリートやパラアスリート候補選手が県外へ

流出しました。困難はまだ続いていますが、ここ

にスポーツをやりたいという声がある限り、わた

したちは大きなことはできませんが、「一隅を照ら

す心」で、地道に一歩ずつ障がい者スポーツの振

興を図っていきたいと考えています。 

最後に、全国から福島県に、そして福島県の障

がい者スポーツを支えてくださっているすべての

みなさんに感謝申し上げます。この場をお借りし

て御礼申し上げます。有難うございます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

IBSA 陸上に出場した佐藤智美選手 

山口県の支援を受け派遣された選手団 

仮設住宅から通う選手のために届いた夏物の物資 

空間放射線量を毎時計測しての練習会 
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障害者福祉の総合情報誌！！ 

 

 

 

■11 月号特集 障害に関する基礎データ 

障害者政策と統計―基本計画を政策推進に生かすために―（勝又幸

子）、生活実態に関するデータが重視される背景（佐藤久夫）、国連

の障害統計に関するワシントン・グループの取り組み（北村弥生）、

障害のある人の地域生活実態調査（八木橋敏晃）、障害女性の複合差

別の実態に関する調査（臼井久実子）、ほか 

 

＜今後の特集予定＞ 

12 月号…ユニバーサルデザイン 

2017 年 1 月号･･･障害福祉を展望する 

 

定価１冊 800 円〔Ｂ５判 68 頁〕 

年間購読料 9,000 円（送料・消費税込）

 

 

障害者福祉・リハビリテーション専門家の必読書 

 

 

 

■168 号特集（9 月発行）総合リハビリテーションのチームメンバー：歴史・現在・将来 第 1 部 

特集に当たって（大川弥生）、リハビリテーション科医の歴史と課題

（千田益生ほか）、歯科医師と関連職種（尾﨑哲則）、理学療法士（斉

藤秀之）、作業療法士（清水順市）、言語聴覚士（立石雅子）、保健師

（鈴木良美）、臨床心理士（亀口憲治）、介護福祉士（石本淳也） 

 

■ウェブからも読めるようになりました。視覚障害のある方などに

もご活用いただけます。 

＊定期購読者限定です。お問い合わせは下記へ 

＊第１号～100 号を１枚に収めた資料的価値の高い CD-ROM 版

（9,500 円）も発売中。 

 

 

 

（公財）日本障害者リハビリテーション協会 

〒162-0052 東京都新宿区戸山 1-22-1 TEL:03-5273-0601 FAX:03-5273-1523 http://www.jsrpd.jp/

年４回（６月、９月、１２月、３月）発行 

定価１冊 1,200 円〔Ｂ５判 48 頁〕 

年間購読料 4,500 円（送料・消費税込）
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今後、開催予定の研修会をご紹介します。詳細が決まり次第、当センターのホームページに掲載

します。ホームページからのお申し込みも可能です。 
 

● 障害者福祉センター等職員研修会 

➊目 的 身体障害者福祉センター等の施設長等幹部職員に対し、国の障害者福祉行政等新しい情報を提

供するとともに地域の障害者生活支援および施設経営等の知識について研修し、施設運営の充

実、強化を図ることを目的とします。 

➋対象者 身体障害者福祉センターＡ型、Ｂ型及び従来障害者デイサービス事業を実施していた障害者総

合支援法に基づく生活介護事業所、地域活動支援センター等の施設長等幹部職員及び中間管理

職員。 

➌期 間 平成２９年２月１６日（木）～２月１７日（金） 

➍定 員 ５０名 

 

● 障害児・者とのコミュニケーション技術研修会 

➊目 的 支援者のコミュニケーションスキルを向上させ、各種計画作成や支援の充実を図るとともに、

あらゆる支援場面において利用者の意向に添った支援を実現していくことを目的とします。 

➋対象者 各障害福祉サービス事業所等の職員。 

➌期 間 平成２９年３月１１日（土）～３月１２日（日） 

➍定 員 ７０名（申込状況により、定員を調整する場合がございます。） 

 ※応募者多数の場合は抽選とさせていただきます。 

 

● 第３回『個別支援計画』作成および運用に関する研修会 

➊目 的 個別支援計画に対する考え方、手法などを検討し、より利用者に寄り添った個別支援計画が作

成され、利用者の個性に合わせた計画が作成されることにより、より豊かな日常生活をおくる

ことができるようになることを目的とします。 

➋対象者 各事業所の個別支援計画作成担当者及びサービス管理責任者などで、現在、個別支援計画の作

成および運用に関わっている方。 

➌期 間 平成２９年３月２５日（土）～３月２６日（日） 

➍定 員 ７０名（申込状況により、定員を調整する場合がございます。） 

 ※応募者多数の場合は抽選とさせていただきます。 

 

全国障害者総合福祉センター（戸山サンライズ） 
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